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令和８年度当初予算案 ６,２２０億円

令和７年度当初予算（５,６３７億円）比

＋５８３億円 ＋１０．３％

令和８年度予算案について

一般会計の予算規模

【令和８年度当初予算の概要】

県民が将来にわたり幸せに暮らしていける奈良県にしていくため、令和８年度当
初予算案では、

物価・人件費の上昇や社会保障費の増加を反映しつつ、ならの道リフレッ
シュプロジェクトや県立高校トイレピッカピカ、文化会館の整備といった
大型プロジェクトを着実に推進

＋３０２億円［＋５．３％］

国の「教育の無償化」（高校授業料や公立小学校給食費の負担軽減）に対
応しつつ、私立高校の授業料等については、本県独自の支援を拡充し全世
帯に対し国の就学支援金と合わせ最大６３万円を支援

＋ ７８億円［＋１．４％］

「物価高騰対応重点支援交付金」を活用し、実質消費の回復を促すプレミ
アム商品券の発行や、物価上昇を上回る賃上げを行う中小企業への支援等、
新たな「物価高対策」を実施 ＋ ５８億円［＋１．０％］

Ｒ８年度地方財政対策で創設された「地域未来基金費」や、「臨時財政対
策債償還基金費」を、将来の活用に向け、それぞれ県基金に積立

＋１０６億円［＋１．９％］

同じく地方財政対策に計上された、Ｒ８年度中の給与改定への備え（給与
改善費）を、財政調整基金に積立 ＋ ３９億円［＋０．７％］

上記のように、県や国の重要施策に十分な予算を計上し、総額は過去最高
とした一方、国の有利な財源の活用や既存事業の見直しにより、交付税措
置のない県債残高と県税収入額との比率が改善する（⑦２.６倍→⑧２.３
倍）など、財政の健全性を維持

＜歳入の状況＞

・県税等 ⑧ 2,500億円［⑦ 2,217億円］ ＋283億円 ＋12.8％

県税 ⑧ 1,439億円［⑦ 1,328億円］ ＋111億円 ＋ 8.4％
利子割清算金 ⑧ 7億円［⑦ －億円］ ＋ 7億円 皆増
地方消費税清算金⑧ 682億円［⑦ 594億円］ ＋ 88億円 ＋ 14.7％
地方譲与税 ⑧ 320億円［⑦ 286億円］ ＋ 34億円 ＋ 11.7％
地方特例交付金 ⑧ 52億円［⑦ 8億円］ ＋ 44億円 ＋550.0％

・地方交付税 ⑧ 1,918億円［⑦ 1,757億円］ ＋161億円 ＋ 9.2％

うち、地域未来基金費⑧64、臨時財政対策債償還基金費⑧42、
令和８年度の給与改定への備え⑧39

・財政調整基金取崩し ⑧ －億円［⑦ 20億円］ △ 20億円 皆減

・国庫支出金 ⑧ 753億円［⑦ 617億円］ ＋136億円 ＋22.1％

・県債 ⑧ 592億円［⑦ 525億円］ ＋ 67億円 ＋12.7％

※県債残高 ⑧末見込 8,739億円［⑦末見込 8,746億円］ △7億円

※交付税措置のない県債残高と県税収入額との比率 ⑧２.３倍［⑦２.６倍］
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＜歳出の状況＞

・人件費 ⑧1,574億円［⑦1,490億円］ ＋84億円 ＋5.6％

退職手当 ⑧96［⑦64］ 退職手当以外 ⑧1,477［⑦1,426］

・公債費 ⑧ 690億円［⑦ 702億円］ △12億円 △1.7％

元金 ⑧632［⑦652］ 利子 ⑧58［⑦50］

・主な社会保障関係経費 ⑧ 745億円［⑦ 706億円］＋38億円 ＋5.4％

後期高齢者医療保険関係経費 ⑧244［⑦228］ 介護給付費負担金 ⑧197［⑦189］

国民健康保険関係経費 ⑧118［⑦118］ 障害者自立支援給付 ⑧111［⑦ 97］

生活保護費 ⑧ 51［⑦ 51］ 児童手当負担金 ⑧ 23［⑦ 24］

・県税交付金等 ⑧ 685億円［⑦ 580億円］ ＋105億円 ＋18.1％

・投資的経費 ⑧ 996億円［⑦ 892億円］ ＋103億円 ＋11.6％

＜主な増減要因＞

公共事業（補助、単独、直轄） ⑧602［⑦576］＋27

補助：県営桜井団地整備 ⑧ 17［⑦ 4］＋13  など

単独：ならの道ﾘﾌﾚｯｼｭﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ⑧ 38［⑦ 27］＋11  など

文化会館整備 ⑧118［⑦ 41］＋78

県立高校ﾄｲﾚﾋﾟｯｶﾋﾟｶ５カ年計画 ⑧ 30［⑦ 14］＋16

消防防災ヘリコプター更新 ⑧ -［⑦ 28］△28 など

・積立金 ⑧ 231億円［⑦ 59億円］ ＋172億円 ＋290.4％

＜主な増減要因＞

「地域未来基金費」の地域・経済活性化基金への積立 ⑧ 64［⑦ - ］

「臨財債償還基金費」の県債管理基金への積立 ⑧ 42［⑦ - ］

「Ｒ８給与改定への備え」の財政調整基金への積立 ⑧ 39［⑦ - ］ など

・その他 ⑧1,299億円［⑦1,207億円］ ＋ 93億円 ＋7.7％

＜主な増減要因＞

「物価高騰対応重点支援交付金」を活用した新たな物価高騰対策 ⑧ 58［⑦ - ］

プレミアム商品券発行事業⑧34、中小企業等賃上げ促進事業⑧11、

中小企業等賃上げ環境整備支援事業⑧11、制度融資（チャレンジ資金）⑧4

高校授業料軽減 ⑧113［⑦ 69］＋44

学校給食費無償化 ⑧ 34［⑦ - ］＋34

公立学校情報機器整備市町村補助 ⑧ -［⑦ 36］△36 など

※表示単位未満で四捨五入しているため、数値の計と合計が一致しない場合がある

一般会計歳入・歳出の内訳

単位：億円
（構成比 ％）

単位：億円
（構成比 ％）
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